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（７）回答校数及び回収率

回答校及び回収率は表１のとおりである。 校中 校からの回答があり、回収率は997 790
％であった。なお、複数の障害種の併置校については、該当する全ての項目に○を付79.2

けてもらい、単独の障害種別校とは分けて計上してある。障害種別の判断については、回

答校の分類をそのまま採用した。なお，以下に述べる各調査項目によって学校総数が異な

るところがあるが、調査項目毎の有効回答数で検討をしたためである。

＜表１ 回答校数及び回収率＞

学校種別 全学校数 回収校数 回答率

71 64 90.1%盲

106 83 78.3%聾

498 391 78.5%知

171 133 77.8%肢

88 75 85.2%病

53 35 66.0%知・肢

3 3 100.0%肢・病

1 1 100.0%知・病

5 4 80.0%知・肢・病

1 1 100.0%知・情

997 790 79.2%合計

３ 結果と考察

特別支援教育及びそれを支える基本的な事柄についての意識調査（１）

ここでは、特別支援教育及びそれを支える基本的な事柄に関する各学校長の意識について、①

とても思う、②思う、③あまり思わない、④思わない、のいずれかでの回答を求めた。その結果

と考察は以下のとおりである。

１）教員の意識改革

「特別支援教育の推進において，教員の意識改革は進んでいると思いますか？」という質問に

対する回答結果は、表２及び図１のようになった。

＜表２ 教員の意識改革（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わ 思わ ない 無回答

ない

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 5 7.8% 42 65.6% 17 26.6%

2 聾 4 4.8% 41 49.4% 35 42.2% 3 3.6%

3 知 15 3.5% 286 66.2% 123 28.5% 7 1.6% 1 0.2%

4 肢 2 1.1% 120 68.6% 49 28.0% 3 1.7% 1 0.6%

5 病 2 2.4% 47 56.6% 34 41.0%

6 知・肢 1 2.9% 23 65.7% 10 28.6% 1 2.9%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 29 3.3% 566 64.2% 270 30.6% 14 1.6% 2 0.2%
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特殊教育から特別支援教育への転換にあたって

は、意識改革が重要であると言われている。そこ

で「教員の意識改革が進んでいると思うか」を尋

68ねたところ とても思う 思う を含めて約、「 」、「 」

％が進んでいると回答している。一方、ほぼ同じ

時期の調査と思われる、全国特殊学校長会教育課

程専門委員会肢体不自由養護学校部会の調査 に８）

よると、特別支援教育に向けての教員に意識改革

に関する質問では 「大きく変化した 「少し変、 」、

化した」の回答が ％になっており、このこと88
からもの意識改革が進んでいることが推察され

る。

＜図１ 教員の意識改革（全体）＞

２）学校長のリーダーシップ

「特別支援教育の推進において，学校長のリーダーシップが特に重要だと思いますか？」との

質問に対する回答結果は、表３，図２のようになった。

＜表３ 学校長のリーダーシップ（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わな 思わ ない 無回答

い

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 32 50.0% 32 50.0%

2 聾 32 38.6% 50 60.2% 1 1.2%

3 知 255 59.0% 173 40.0% 3 0.7% 1 0.2%

4 肢 98 56.0% 75 42.9% 1 0.6% 1 0.6%

5 病 45 54.2% 37 44.6% 1 1.2%

6 知・肢 22 62.9% 13 37.1%

7 肢・病 1 33.3% 2 66.7%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 2 50.0% 2 50.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 488 55.4% 385 43.7% 4 0.5% 2 0.2% 2 0.2%

校長のリーダーシップの重要性については、図

２にあるとおり、肯定的な回答が ％であり、99
特別支援教育の推進について学校長の意識が高い

ことが伺われる。

＜図２ 学校長のリーダーシップ（全体）＞

64.2%

30.6%

3.3%
1.6%

0.2%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

教員の意識改革は進んでいると思いますか？

0.2%
0.5% 0.2%

43.7% 55.4%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

学校長のリーダーシップが特に重要だと思いますか？
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３）地域の社会資源としての学校の認識

「貴校は，地域の社会資源（専門機関）の一つとして認識されていると思いますか？」との質

問に対する回答結果は、表４，図３のようになった。

＜表４ 地域の社会資源としての学校の認識（障害種別）＞

とても 思う 思う あ ま り 思わな 思わ ない 無回答

い

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 6 9.4% 49 76.6% 9 14.1%

2 聾 17 20.5% 53 63.9% 12 14.5% 1 1.2%

3 知 70 16.2% 271 62.7% 87 20.1% 3 0.7% 1 0.2%

4 肢 20 11.4% 108 61.7% 42 24.0% 4 2.3% 1 0.6%

5 病 5 6.0% 48 57.8% 26 31.3% 4 4.8%

6 知・肢 10 28.6% 19 54.3% 6 17.1%

7 肢・病 1 33.3% 2 66.7%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 129 14.6% 552 62.7% 185 21.0% 13 1.5% 2 0.2%

特別支援教育における地域でのセンター

的な機能が期待されている盲・聾・養護学

校については、地域での認知度は一つの重

要な要因になると考えられる。この質問に

ついては、図３にあるとおり 「認識され、

ている」との回答が ％であった。77
同様に、学校の認知度は、盲・聾・養護

学校の特別支援教育コーディネーターが地

域で活動していく上での重要な因子の一つ

だと考えられるため、５）特別支援教育コ

ーディネーターの地域での認知度と併せて

詳述したい。

＜図３ 地域の社会資源としての学校の認識（全体）＞

４）校内における特別支援教育コーディネーターに対する認識

「特別支援教育コーディネーターの役割は，校内で十分に認識されていると思いますか？」と

の質問に対する回答結果は、表５，図４のようになった。

1.5%0.2%

62.7%

21.0% 14.6% とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

地域の社会資源（専門機関）の一つとして
　認識されていると思いますか？
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＜表５ 校内における特別支援教育コーディネーターに対する認識（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 1 1.6% 25 39.1% 37 57.8% 1 1.6%

2 聾 3 3.6% 23 27.7% 51 61.4% 4 4.8% 2 2.4%

3 知 28 6.5% 201 46.5% 184 42.6% 16 3.7% 3 0.7%

4 肢 6 3.4% 83 47.4% 81 46.3% 4 2.3% 1 0.6%

5 病 34 41.0% 46 55.4% 3 3.6%

6 知・肢 2 5.7% 17 48.6% 14 40.0% 2 5.7%

7 肢・病 3 100.0%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 40 4.5% 386 43.8% 419 47.6% 30 3.4% 6 0.7%

特別支援教育コーディネーターが学校の

職員の一人として動く以上、校内でその役

割が認識されることは大事な要素であると

いえるだろう。盲・聾・養護学校全体の調

査結果を見ると 「校内で認識されている」、

との回答は ％と、半数を切っている。ク49
ラメールの独立変数 ｛ｃ｝ を用いて、r_ ※注）

この「特別支援教育コーディネーターの役

割は校内で十分に認識されていると思いま

すか？」という質問と他の質問との相関を

見ると 「１部－１．特別支援教育の推進に、

おいて、教員の意識改革は進んでいると思

いますか？」との間では ＝ ，同様にr 0.292
第２部－２ 特別支援教育コーディネータ＜図４ 校内における特別支援教育

ーを校内に位置付けて「いますか？」との間コーディネーターに対する認識（全体）＞

では と、それぞれにやや弱い相関がr=0.261
見られた。したがって、特別支援教育コーディネーターが活動していくためには、校務にしっか

りと位置づけ，校内での意識を高めることが大切だといえるだろう。

一方、学校種別毎に見ると、聾学校が ％という低い数値を示した。聾学校は「第２部－32.9
２ 特別支援教育コーディネーターを校内に位置付けていますか？」での数値も低い結果が出て

いる。後半の問いの自由記述の中には 「これまで聾学校では地域支援の実績があることから、、

わざわざ特別支援教育コーディネーターを置く必要はない」という指摘があった。すなわち位置

付ける必要もないために位置付けず、その結果として認知度も低くなる、とういう図式が推測さ

れる。

２つの項目間の複数カテゴリー同士の相関は、しばしばクラメールの独立変数 ｛ｃ｝※注） r_
0.8 r_ 05 r_ 0.8を用いて評価される 一般に ≦ ｃ ≦１の時に非常に強い相関 ≦ ｃ ＜。 、 ｛ ｝ ， ｛ ｝

の時にやや強い相関， ≦ ｛ｃ｝＜ の時にやや弱い相関，０≦ ｛ｃ｝＜ で非0.25 r_ 0.5 r_ 0.25
常に弱い相関でカテゴリー間には関連がないとされる。

4.5%0.7%
3.4%

43.8%47.6%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

特別支援教育コーディネーターの役割は
　校内で十分に認識されていると思いますか？
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５）地域における特別支援教育コーディネーターの認知

「特別支援教育コーディネーターの認知度は，地域の中で高まってきたと思いますか？」との

質問に対する回答結果は、表６，図５のようになった。

＜表６ 地域における特別支援教育コーディネーターの認知（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 1 1.6% 6 9.4% 38 59.4% 19 29.7%

2 聾 2 2.4% 12 14.5% 52 62.7% 16 19.3% 1 1.2%

3 知 15 3.5% 141 32.6% 219 50.7% 55 12.7% 2 0.5%

4 肢 3 1.7% 47 26.9% 95 54.3% 29 16.6% 1 0.6%

5 病 13 15.7% 53 63.9% 17 20.5%

6 知・肢 1 2.9% 16 45.7% 14 40.0% 4 11.4%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 1 25.0% 3 75.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 22 2.5% 237 26.9% 476 54.0% 142 16.1% 4 0.5%

盲・聾・養護学校が地域でセンター的

機能を果たしていく上で、その重要な担

い手である特別支援教育コーディネータ

ーが地域の中で認知されることは大切な

ことである。しかし、盲・聾・養護学校

全体で見ると 「地域の中での認知度の、

高まりが見られる」との回答は約 ％29
となっており、学校種別毎にばらつきが

見られるものの、全体として低い結果と

なった。

一方、この回答結果と３）地域の社会

資源としての学校の認識に関する質問へ

の回答結果との関連を調べると表７のよ＜図５ 地域における特別支援教育

うになった。コーディネーターの認知（全体）＞

すなわち、学校に対する地域における社

会資源として認識について「とても思う 「思う」と回答したところでも、特別支援教育コーデ」

ィネーターーの地域での認知度に関しては「思わない 「あまり思わない」と答えた人のほうが」

多いという結果が出た。学校のことだけでなく、特別支援教育、とりわけ地域で活動することが

多い特別支援教育コーディネーターの存在について、地域で理解啓発を進めていく必要があると

いえるだろう。

0.5% 2.5%

54.0%

16.1%
26.9%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

特別支援教育コーディネーターの認知度は、
　地域の中で高まってきたと思いますか？
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＜表７ 地域での特別支援教育コーディネーターの認知と学校の社会資源として認識との関連＞

1-5 特別支援教育コーディネーターの地域での認知度 総計

とても思う 思う あまり思わない 思わない

1-3 11 40 49 7 107とても思う

地 域 の 9 142 285 65 501思う

社 会 資 18 98 50 166あまり思わない

源 3 9 12思わない

総 計 20 200 435 131 786

６）個別の教育支援計画の必要性

「個別の教育支援計画について，教員は十分にその必要性を理解していると思いますか？」と

の質問に対する回答結果は、表８，図６のようになった。

＜表８ 個別の教育支援計画の必要性（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 2 3.1% 36 56.3% 26 40.6%

2 聾 3 3.6% 47 56.6% 30 36.1% 2 2.4% 1 1.2%

3 知 35 8.1% 245 56.7% 142 32.9% 9 2.1% 1 0.2%

4 肢 7 4.0% 102 58.3% 63 36.0% 2 1.1% 1 0.6%

5 病 4 4.8% 38 45.8% 40 48.2% 1 1.2%

6 知・肢 2 5.7% 19 54.3% 13 37.1% 1 2.9%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 2 50.0% 2 50.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 53 6.0% 492 55.8% 318 36.1% 15 1.7% 3 0.3%

図６にあるとおり、個別の教育支援計画

について、教員がその必要性を理解してい

るとの回答は ％だった。個別の教育支62
援計画については 「特別支援教育を推進、

（ ）」するための制度の在り方について 答申

でも指摘されているとおり 、今後、個別９）

の指導計画等との関係を整理しつつ、特別

支援教育体制の中で、特別支援教育コーデ

ィネーター等と併せて総合的に検討が進め

る必要がある。

＜図６ 個別の教育支援計画の必要性＞

0%

6%

2%

36%

55.8%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

個別の教育支援計画について、教員は
　十分その必要性を理解していると思いますか？
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７）特別支援連携協議会の機能

「特別支援教育を推進するにあたって，貴校の地域では特別支援連携協議会が十分に機能して

いると思いますか？」との質問に対する回答結果は、表９，図７のようになった。

＜表９ 特別支援連携協議会の機能（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 1 1.6% 5 7.8% 26 40.6% 32 50.0%

2 聾 7 8.4% 49 59.0% 25 30.1% 2 2.4%

3 知 5 1.2% 44 10.2% 223 51.6% 151 35.0% 9 2.1%

4 肢 1 0.6% 19 10.9% 91 52.0% 60 34.3% 4 2.3%

5 病 5 6.0% 46 55.4% 32 38.6%

6 知・肢 9 25.7% 21 60.0% 5 14.3%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 7 0.8% 89 10.1% 463 52.6% 307 34.8% 15 1.7%

図６にあるとおり、十分機能

しているとは思わないという回

答が全体の約 ％であった。87
特別支援教育コーディネーター

や個別の教育支援計画が十分に

機能していくためには この 特、 「

別支援連携協議会」によるサポ

ートは必須である。今後、特別

支援教育総合推進事業等を通し

て、機能的な特別支援連携協議

会が整備されることが期待され

る。

＜図７ 特別支援連携協議会の機能（全体）＞

８）センター的機能

盲・聾・養護学校に期待されるセンター的機能について、当研究所のプロジェクト研究「特殊

教育諸学校に地域におけるセンター的機能に関する開発的研究 （平成 ～ 年度）の成果を」 13 15
もとに６つの機能の例を示し 「貴校におけるセンター的機能についてお尋ねします。次の６つ、

の機能は十分に機能していると思いますか？」と質問を設定して、それぞれについて回答を求め

た。それぞれの結果については以下のとおりである。

1.7% 0.8%

52.6%

10.1%

34.8%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

特別支援教育を推進するにあたって、貴校の地域では
特別支援連携協議会が十分に機能していると思いますか？
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①小・中学校等の教員への支援機能

本質問に対する回答は以下のとおりである。

＜表 小・中学校等の教員への支援機能（障害種別）＞10

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 14 21.9% 40 62.5% 8 12.5% 2 3.1%

2 聾 11 13.3% 52 62.7% 16 19.3% 4 4.8%

3 知 58 13.4% 228 52.8% 127 29.4% 18 4.2% 1 0.2%

4 肢 19 10.9% 78 44.6% 65 37.1% 12 6.9% 1 0.6%

5 病 5 6.0% 35 42.2% 37 44.6% 5 6.0% 1 1.2%

6 知・肢 6 17.1% 21 60.0% 6 17.1% 2 5.7%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 113 12.8% 460 52.2% 261 29.6% 44 5.0% 3 0.3%

65.0図８のとおり、全体の

％で小・中学校等の教員への

支援が機能していると回答が

あった。また、後述する第２

部の特別支援教育コーディネ

ーターが担う役割・機能につ

いての質問でも小・中学校へ

の支援が最も高く、センター

的機能の各機能の中では最も

充実している機能といえるだ

ろう。

一方、平成 年度現在の12
「センター的機能」について

本研究所が調査した 中で、10）

これらの内容に比較的近いも

のとしては、教育相談やコン＜図８ 小・中学校等の教員への支援機能（全体）＞

サルテーション機能（幼稚園

・小・中学校等の他機関及びその教職員に対し、その機関での指導等に関する相談に応じたり支

援を行ったりすること）が挙げられる。教育相談については後述するので、コンサルテーション

に関する結果について述べると、小・中学校学校の通常学級に対しては、 ％、同じく特殊学11.3
20.2 12級に対しては ％という結果になっています。すなわち、これらの内容については、平成

年度当時よりも機能していると推察されます。

次いで多い内容としては、教材・教具の貸し出しや施設・設備の提供、情報提供依頼への対応

だった。これらの内容については、以下の項目の中で触れたい。

とても思う
13%

思う
52%

あまり思わない
30%

思わない
5%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わな
い
思わない
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②特別支援教育等に関する相談・情報提供機能

＜表 特別支援教育等に関する相談・情報提供機能（障害種別）＞11

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 9 14.1% 45 70.3% 9 14.1% 1 1.6%

2 聾 16 19.3% 41 49.4% 23 27.7% 3 3.6%

3 知 63 14.6% 273 63.2% 88 20.4% 7 1.6% 1 0.2%

4 肢 17 9.7% 104 59.4% 47 26.9% 6 3.4% 1 0.6%

5 病 6 7.2% 52 62.7% 23 27.7% 1 1.2% 1 1.2%

6 知・肢 6 17.1% 26 74.3% 3 8.6%

7 肢・病 1 33.3% 2 66.7%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 4 100.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 117 13.3% 547 62.1% 196 22.2% 18 2.0% 3 0.3%

図９のとおり、

全体の ％で特75.4
別支援教育等に関

する相談・情報提

供が機能している

との回答があった。

12一方 先の平成、

年度現在の調査で

は、教育相談つい

て内容別に調査を

しているが、その

中の就学相談を除

く教育相談として

最も数値の高かっ

たものは、障害の

ある子どもや養育

に関する相談につ

いてだった。その

結果は、盲学校

79.0 75.7＜図９ 特別支援教育等に関する相談・情報提供機能 全体 ＞（ ） ％ 聾学校、

％、知的障害養護学

（ 、 ） 、 （ 、 ） 、校 併置校を除く 以下同じ ％ 肢体不自由養護学校 併置校を除く 以下同じ ％51.7 47.6
病弱養護学校（併置校を除く、以下同じ） ％でその取り組みがあった。また、同調査で情報34.6
提供機能について調査したところ、盲学校 ％、聾学校 ％、知的障害養護学校 ％、66.1 67.6 52.9
肢体不自由養護学校 ％、病弱養護学校 ％でこの取り組みが見られた。37.9 54.3

これらの調査結果と今回の調査とでは、質問内容が一致しないので単純比較はできないが、総

じて、総じて、これらの取り組みは総じて増加傾向にあると推察される。

とても思う
13%

思う
63%

あまり思わな
い
22%

思わない
2%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答
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③障害のある児童生徒等への指導機能

＜表 障害のある児童生徒等への指導機能（障害種別）＞12

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 16 25.0% 38 59.4% 7 10.9% 3 4.7%

2 聾 16 19.3% 56 67.5% 8 9.6% 3 3.6%

3 知 40 9.3% 218 50.5% 150 34.7% 22 5.1% 2 0.5%

4 肢 15 8.6% 83 47.4% 65 37.1% 11 6.3% 1 0.6%

5 病 4 4.8% 33 39.8% 40 48.2% 5 6.0% 1 1.2%

6 知・肢 4 11.4% 17 48.6% 11 31.4% 3 8.6%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 2 50.0% 2 50.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 95 10.8% 448 50.9% 286 32.5% 48 5.4% 4 0.5%

10 61.9図 のとおり、全体の

％で障害のある児童生徒等へ

の指導について機能している

との回答があった。

一方、先の平成 年度現12
、 、在の調査では 盲学校 ％59.3

聾学校 ％、知的障害養護44.6
学校（併置を除く） ％、31.5
肢体不自由養護学校（併置を

除く ％ 病弱養護学校 併） 、 （29
置を除く）が ％でそれぞ25.9
れこの取り組みが見られた。

今回の調査では、盲学校、

聾学校での数値が養護学校と

比較して相対的に高いが、そ

のことは平成 年度当時で12
も同様であった。総じて全体

として指導機能そのものにつ

いては、増加していることが＜図 障害のある児童生徒等への指導機能（全体）＞10
分かる。

とても思う
11%

思う
52%

あまり思わな
い
32%

思わない
5%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答
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④医療，福祉，労働などの関係機関等との連絡・調整機能

＜表 医療，福祉，労働などの関係機関等との連絡・調整機能（障害種別）＞13

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 5 7.8% 29 45.3% 27 42.2% 3 4.7%

2 聾 14 16.9% 41 49.4% 27 32.5% 1 1.2%

3 知 43 10.0% 224 51.9% 147 34.0% 17 3.9% 1 0.2%

4 肢 12 6.9% 94 53.7% 62 35.4% 6 3.4% 1 0.6%

5 病 8 9.6% 50 60.2% 21 25.3% 3 3.6% 1 1.2%

6 知・肢 3 8.6% 23 65.7% 8 22.9% 1 2.9%

7 肢・病 1 33.3% 2 66.7%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 87 9.9% 467 53.0% 293 33.3% 31 3.5% 3 0.3%

図 のとおり、11
全体の ％で医62.9
療，福祉，労働な

どの関係機関等と

の連絡・調整が機

能しているとの回

答があった。

一方、先の平成

年度現在の調査12
には、本項目に対

応するは含まれて

いない。しかしな

がら、これらの機

関との連携は特別

支援教育の重要な

キーワードの一つ

と考えられる。

各都道府県等に

おける特別支援教

育コーディネータ＜図 医療，福祉，労働などの11
ー養成研修の企画関係機関等との連絡・調整機能（全体）＞

・立案者を対象と

した、本研究所での研修の中でも、この連絡・調整能力に関する内容を重視した研修内容を実施

している。

とても思う
10%

思う
53%

あまり思わな
い
33%

思わない
4%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答
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⑤小・中学校等の教員に対する研修協力機能

＜表 小・中学校等の教員に対する研修協力機能（障害種別）＞14

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 14 21.9% 30 46.9% 16 25.0% 4 6.3%

2 聾 9 10.8% 37 44.6% 31 37.3% 6 7.2%

3 知 53 12.3% 242 56.0% 120 27.8% 16 3.7% 1 0.2%

4 肢 16 9.1% 86 49.1% 63 36.0% 9 5.1% 1 0.6%

5 病 4 4.8% 39 47.0% 32 38.6% 6 7.2% 2 2.4%

6 知・肢 6 17.1% 22 62.9% 7 20.0%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 102 11.6% 462 52.4% 272 30.9% 41 4.7% 4 0.5%

図 のとおり、全体12
の ％が小・中学校64.0
等の教員に対する研修

協力機能しているとの

回答があった。

一方、先の平成 年12
度現在の調査では、研

修協力機能全体と対象

別に調査を実施してい

る。その中から、小・

中学校の通常学級・特

殊学級・通級指導教室

を対象にした結果を見

ると、それぞれ盲学校

％・ ％・０％、18.6 6.8
聾学校 ％・ ％13.5 12.2
・ ％、知的障害養4.1

8.1護学校（併置を除く）

％、 ％、 ％、肢＜図 小・中学校等の教員に対する研修協力機能（全体）＞12 23.4 0.3
体不自由養護学校（併置

） 、 、 （ ） 。を除く ％・ ％ ０％ 病弱養護学校 併置を除く ％・ ％・０％となっている8.1 8.1 12.3 12.3
したがって、今回の調査では、小・中学校等の教員に対する研修協力機能が全体として増加して

いることが明らかになった。

とても思う
12%

思う
52%

あまり思わな
い
31%

思わない
5%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答
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⑥地域の障害のある児童生徒等への施設設備等の提供機能

＜表 地域の障害のある児童生徒等への施設設備等の提供機能（障害種別）＞15

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 6 9.4% 28 43.8% 25 39.1% 5 7.8%

2 聾 9 10.8% 32 38.6% 34 41.0% 8 9.6%

3 知 24 5.6% 167 38.7% 181 41.9% 58 13.4% 2 0.5%

4 肢 9 5.1% 60 34.3% 81 46.3% 24 13.7% 1 0.6%

5 病 1 1.2% 9 10.8% 46 55.4% 26 31.3% 1 1.2%

6 知・肢 1 2.9% 22 62.9% 8 22.9% 4 11.4%

7 肢・病 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 1 25.0% 3 75.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 50 5.7% 320 36.3% 380 43.1% 127 14.4% 4 0.5%

図 のとおり、全体13
の ％で地域の障害42.0
のある児童生徒等への施

設設備等の提供が機能し

ているとの回答があっ

た。

一方、先の平成 年12
度現在の調査では、対象

を限定せず、学校外の人

や機関に施設設備を開放

したかどうかを尋ねてい

る。参考情報として載せ

79.7ておきたい。盲学校

％、聾学校 ％、知62.2
的障害養護学校（併置を

除く） ％、肢体不自72.1
（ ）由養護学校 併置を除く

％ 病弱養護学校 併63.7 、 （

置を除く） ％となっ＜図 地域の障害のある児童生徒等13 59.3
ており、平成 年当時への施設設備等の提供機能（全体）＞ 12
からどの学校種でも施設

設備等の提供を行ってい

た。

とても思う
6%

思う
36%

あまり思わな
い
44%

思わない
14%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答
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Ⅳ

イタリアにおける

ハンディキャップのある生徒の

全等級学校における統合教育用

県内プログラム協定

県団体合同作業グループ（ 年法律第 号第 条の規定）による起草文。1992 104 15
27 1996 4 24プログラム協定で定める監督組織（エミリア・ロマーニャ州広報 年度 年 月

日第 号 部 第 条）により 年 月 日に承認。31 II P.50 12 2001 2 19

エミリア・ロマーニャ州

広報・ 年度32
年 月 日第 号第 部2001 6 4 74 II

P.151~205

年 月2001 5
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3次の規定に従い

3次の事項について確認し

4次の事項を考慮し

4序文

5第１条 予備条項

5第 条 管轄区協定2
第 条 年法律第 号の規定に定める者について、生徒の相当性の識別3 1992 104
5

7第 条 機能診断書（ ）4 Diagnosi Funzionale
8第 条 動態‐機能プロフィール5 (Profilo Dinamico Funzionale)
9第 条 個別教育計画6 (Piano Educativo Individualizzato)

10第 条 自治的教育機関における教育活動の組織7
11第 条 等級の異なる学校間における教育及び学習指導の連続性8
12第 条 進路指導の行程9
13第 条 出席を阻む条件の克服10
13第 条 専門の支援教師11
14第 条 教育補助員の役割、職務、養成行程12
16第 条 職員の研修13

第 条 ハンディキャップのある生徒の統合教育に必要な専門設備、補助教材14
16及びその他の技術補助機器の購入に必要な財政資金

17第 条 統合教育の行程における資料文書15
18第 条 統合教育のための事業センターのネットワークの創設16
19第 条 本協定の適用についての定期的検証と評価17
19第 条 監督組織18
20第 条 保障機能19
20第 条 協定の期限20

ハンディキャップのある生徒の高等学校における学校教育及び職業養成の義務

21の遂行についての県内プログラム協定補足文

21あわせて次の規定に従い

22次の事項を考慮し

22第 条 新たな学校教育義務1
23第 条 新たな養成義務2
24第 条 学校－仕事の交互コース3
26第 条 高等学校におけるチューター制度4
27第 条 高等学校の後の教育コース5
27第 条 最終条項6
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モデナ県知事、

モデナ地域保健事業体本部長、

モデナ教育長、

並びにモデナ県内の各市長は、

、次の規定に従い

・ 年 月 日法律第 号「ハンディキャップ者の援助、社会的統合及び諸権利に1992 2 5 104
関する基本法 。」

13 1992 7 9・上述の法律第 条の施行令として プログラム協定締結の基準に関する 年 月、

日合同省令。

・ 年 月 日共和国大統領令「ハンディキャップをもつ生徒について地域保健機1994 2 24
構の業務に関する方針及び調整規定」

・教育機関の自治性に関する規定集、特に 年 月 日法律第 号「教育機会1997 12 18 440
1999 3 8 275の充実及び拡大並びに公平化措置の基金創設 、 年 月 日共和国大統領令第」

号「 年 月 日法律第 号第 条に従い、教育機関の自治性関連規定にかか1997 3 15 57 21
わる規則 。」

・ 年 月 日委任立法第 号「 年 月 日法律第 号第 節の実施にお1998 3 31 112 1997 3 15 59 I
ける、国の行政機能及び職務の州及び地方公共団体への付与 。」

・ 年 月 日法律第 号「教育サイクルの再整備に関する基本法 。2000 2 10 30 」

、次の事項について確認し

１）モデナ県知事及びモデナ教育委員会教育長の召集により、次に掲げる日程・場所にお

いて予備審議が行われた。

年 月 日、 月 日。モデナ教育委員会本部において、県団体合同作業グa) 1999 6 15 9 15
ループ と、モデナ地域保健事業体の小児神経精神医学担当者の作業グループと(GLIP)
のミーティング。

b) 2000 1 12 9 8 10 2 2001 1 22 2 1 2 5 2年 月 日 月 日 月 日 年 月 日 月 日 月 日、 、 、 、 、 、

月 日。モデナ・県政評議会会議場において、監督組織の会議を開催。19
２） 年 月 日委任立法第 号「地方公共団体法に関する法典集」第 条の規2000 8 18 267 34

定に従い、モデナ県知事が署名した。

３） 年法律第 号第 条の規定に従い、モデナ県内の各市長は、決議により上1990 142 27
述のプログラム協定の締結権限を前もって付与された。

） 、 、４ モデナ教育長は モデナ教育事務所内の県団体合同作業グループの意見を聞いた上で

本協定に署名する意向を表明した。

５）モデナ地域保健事業体本部長は、本協定に署名する意向を表明した。

、次の事項を考慮し

・学校において困難な状況にあり、教育目標の十分な達成のために特別な措置を必要して

いながら、 年法律第 号第 条に規定するところの「ハンディキャップのある1992 104 3
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人」の分類にあてはまらない生徒が存在していることをふまえ、小児神経精神医学・心

理学・リハビリ医療部の県内作業グループにより作成された添付書類１に記載の協力事

業の提案を受け入れること。

次に掲げる内容を決定する。

序文

１．幼児教育、基礎教育、中等教育（幼稚園・小学校・中学校・高等学校）におけるハン

ディキャップのある生徒の統合教育事業を調整、統合及び完成する目的において、各機

関へ割当てられている数々の資源及び各機関の行使する多様な権能（教育学・教授学・

医療・社会福祉的な各権限）を同時活用するため、本協定の署名者である団体・機関の

間で協調的な事業連携が必要である。

２．ハンディキャップ者の統合教育、しいては労働・社会的統合の水準を常に向上させて

いくために、本協定の署名者は、その行政行為によるそれぞれの役割において、統一的

な形で、 年法律第 号第 号に規定される特に深刻な状態にある人を優先した1992 104 3
上、本文書にて定める事業を行うよう協力・尽力する。

３．統合プロセスにおけるモデナ県での複数年にわたる経験からは、かかるプロセスが成

功するのは、関連当事者の政策が協調に基づくときのみであるということが広く証明さ

れている。

４．ハンディキャップ者の統合教育は、教育改革が全面的に目指している総合的な人間形

成体系を構築するための模範・象徴的な土壌を成すものである。

５．ハンディキャップのある生徒の人生計画を構築していく上で関わってくる日々の生活

の中での多様な現実や事業が相乗作用ををもつように設計し、また、その人生サイクル

の中では多分野の事業を有機的に連結させ（学校から職場へ、リハビリから社会的交際

や友人サークルへ、余暇から家族との時間または対人関係における自立へ、生涯教育、

心理学的サポートなど 、それが成人期に中断されることのないようにするなど、統合）

的・継続的な措置・作業の広い範囲への対応能力を増強する必要がある。

(Centro Documentazione Handicap di６．モデナハンディキャップ情報センター

は、統合教育に直接携わる教師の基準点となることで、統合教育の新規事業のModena)
サポートにおいて大変重要な役割を以前から担ってきた。また、教育委員会とモデナハ

ンディキャップ情報センターの協力体制は、専門の資格をもたない教師を対象とした研

修講座など、教員の研修・養成コースを実現してきた。

７．ハンディキャップのある多くの児童・その家族はもとより、多くの関係者にとっても

確実にプラスとなった今までの経験をもとに、団体の合同協定の枠組みについて、必要

な場合は各機関の任務の再定義も行いながら、より完璧に仕上げることが必要であると

考える。
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（訳注）地域保健事業体＝ 略称で と呼ばれる。*1 Azienda Sanitaria Locale, ASL

第１条 予備条項

序文は、本協定の補完部分とする。協定は、本文と「ハンディキャップのある生徒の高

等学校における学校教育及び職業養成の義務遂行」に関する補足文により構成される。

なお 添付書類として 前述の 次の事項を考慮し の部分で参照した文書に加え 教、 、 「 」 、「

育補助員像」と題される文書、証明書、情報用紙、診断票、機能診断、動態‐機能プロフ

ィール、個別教育計画の各書類作成用の書式、支援教師・教育補助員要請用カード及び添

付書類 を本協定に添付する。A

第 条 管轄区協定2

本文書は、ハンディキャップのある生徒の全等級の学校における統合教育のために、県

教育事務所・教育機関・地域保健事業体・各市町村及び県が負うことになる任務を定義す

る基本的協定である。ここで定められる任務に関して、各管轄区の学校・市町村・地域保

健事業体の間で地域協定を締結することは、各機関の管理者の裁量に任される。かかる協

定は、県レベルの協定より短期間の期限をもつことも可能であり、管轄区内で利用可能な

資源を設定するものとする。

（ここで言う管轄区とは、添付書類 にて定義される市町村領域を指す）A

第 条 年法律第 号の規定に定める者について、生徒の相当性の識別3 1992 104

Ａ．地域保健事業体 （小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）は、次の義務を負
*1

う。

（ 年法律第 号第 条第 項、法律第 号、 年 月 日共和国大統領令1993 271 2 1 423 1994 2 24
第 条に従い）次に掲げる任務を負う。2
１．ハンディキャップのある生徒を判定し 「 年法律第 号第 条による証明書、 1992 104 3

’ 」の名で本協定に添付されてい(Certificazione ai sensi dell art.3 della legge 104/92)
る書式を使用し、 年法律第 号第 条に定める者であるとする判定書を作成す1992 104 3
る。かかる証明書に関しては、次に掲げる事項に従う。

臨床医学的診断及び国際疾病分類 コードによる症状の分類について、明確かつa) ICD10
完全な記載をする。

学校初年度の学級・コースへの登録時、又は、在学中における初めての判定の際に、b)
所要の診断プロセスを経た上で、生徒の家族の要請により作成される。

学校の各等級の移行時、特に、幼稚園から小学校へ、小学校から中学校へ、中学校かc)
2000 2ら高等学校への移行時に、生徒の家族の要請により、再度判定が行われる （ 年。
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（訳注）基礎教育校、基礎学校 学校制度改革により、従来の小学校と中学校をまと*1 =
めて と呼ぶ。Scuola di base

月 日法律第 号の適用により、幼児学校から基礎教育校 への移行時、及び、基礎10 30
*1

教育校から高等学校への移行時に証明書が書換えられることになった）

、 （ 、d) 証明書は生徒の家族へ渡され 家族はこれを次学年の学級・コースへの登録時 通常

毎年 月中）に学校へ提出するものとする。1
地域保健事業体は、生徒の学校生活のいかなる時点においても、家族の意向を聴いたe)

、 、上で 生徒を 年法律第 号第 条に定める者であると判定する証明の取消しを1992 104 3
生徒の家族を通じて学校へ通知する書状を作成することができる。かかる書状では、以

前の措置の取消しに妥当な、治療中の回復状況について描写する。

２．前項の申告と同時に、本協定にそれぞれ「情報用紙 「診断票(Foglio Informazioni)」
」の名で添付されている書式を利用し、情報用紙及び診断票を作(Quadro Diagnostico)

成する。情報用紙には、物質面で要する補助（本人の治療・歩行・動きの訓練など）及

び非物質面で要する補助（コミュニケーションの必要性・自分の体及び姿についての認

識・対人関係における距離の認識・参加意識など）の必要性について特定し、これに応

じて、教育補助員の週当たりの勤務時間案が設定される。

３．モデナ県で初回のハンディキャップ証明を受けた生徒または他県で証明を受け転入し

てきた生徒については、支援教師の需要の特定のための然るべき期間内に、校長と所要

の情報の受渡しを行うよう連携方法を決定する。特定する方法とは次に掲げるとおり。

個々の生徒についての状態を的確に説明するため、地域保健事業体担当者と校長及びa)
校長協力教員が 度ミーティングを行うことが望ましい。1

項目 で定めた方法が実行不可能な場合には、地域保健事業体担当者は、生徒の状態b) a
の状態について的確に説明した報告書を作成し、校長宛に送付する。

項目 または の方法に代えて、実行可能な状況につき、地域保健事業体は校長へ機c) a b
能診断書を届ける。

４．生徒の家族が、地域保健事業体に所属又は協約の専門家による医療サービスの利用を

望まない場合、民間の専門家がハンディキャップの状態を証明するために作成した証明

書は、地域保健事業体の神経精神医療チームの地域担当責任者またはその代理人による

1992 104認可を受け有効化されなければならない。かかる有効化は、生徒に 年法律第

号第 条に定めるハンディキャップがあるという申告をするに正当な状況があること3
を確認するために必要となる。生徒の家族が地域保健事業体の治療サービスの利用を望

まない場合は、機能診断書・動態‐機能プロフィール・個別教育計画の作成のために、

生徒の主治医が学校へ協力・助言するような環境を整える義務を家族が負うものとす

る。

５．生徒の家族が他県の市町村に居住し別の地域保健事業体を利用するときは、ハンディ

キャップの証明書は、モデナ地域保健事業体の医療チームによる書類検討の上、裏書き

される。その他の事項の履行については、生徒を担当する地域保健事業体担当者の管轄

のままとする。
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Ｂ．教育機関は、次の義務を負う。

年法律第 号に定める対策を利用する必要があるときは、そのために必要な全て1992 104
の情報を家族に提供する義務を負う。

第 条 機能診断書（ ）4 Diagnosi Funzionale

． （ ） 、 。Ａ 地域保健事業体 小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部 は 次の義務を負う

１．ハンディキャップのある生徒が学級に入る学年度の開始前あるいは９月末までに、本

(Elenco dei contenuti minimi per la redazione協定に 機能診断書作成の必須項目一覧「

」の名で添付されている必須項目一覧を利用して、機能診断della diagnosi funzionale)
1992 104 12 5 1994 2 24 3書（ 年法律第 号第 号第 項並びに 年 月 日共和国大統領令第

条及び添付書類 の規定による）を、記述式で作成する。A
２．機能診断書の内容を学校関係者に説明する。

３．幼稚園から小学校へ、小学校から中学校へ、中学校から高等学校へという、学校の等

2000 2 10 30級の移行時に、家族に連絡の上、機能診断書を更新する （ 年 月 日法律第。

号の適用により、機能診断書は、幼児学校から基礎教育校への移行時及び基礎教育校か

ら高等学校への移行時に更新される 。かかる更新は、必要な場合は、生徒の学校生活）

のいかなる時点においても行うことができる。

Ｂ．教育機関は、次の義務を負う。

校長の任務

１．地域保健事業体から発行された証明書の受取りと同時に、ハンディキャップのある生

徒の在籍を正規に認識するものとし、生徒の受入れ及び授業への出席に必要な措置の手

配を開始する。

２．モデナ県で初回のハンディキャップ証明を受けた生徒または他県で証明を受け転入し

てきた生徒について、支援教師の需要の特定のための然るべき期間内に、地域保健事業

体と所要の情報の受渡し方法について取決める。

３．生徒の家族との協力体制の第一歩として、また、学外の環境も含めて生徒についての

認識を広める目的において、家族とのミーティングの場を時宜よく設定する。

5 (Profilo Dinamico Funzionale)第 条 動態‐機能プロフィール

Ａ．教育機関は、次の義務を負う。

校長の任務

１．学級協議会（教員チーム）が、既得情報（医療・家族・学外活動など）に基づき、且

つ自主的に、ハンディキャップのある生徒の対人関係及び適性能力を観察するための活

－228－



（訳注）本部校＝同一地区の複数の小学校が集まって構成する１つの教育行政区の学*1
校群のうち中心となる学校を、本稿では便宜上こう呼んだ。

動を計画することを保障する。

２．ハンディキャップのある生徒の学校生活が開始ししたのち、 月中に、動態‐機能12
プロフィールを準備するため、専門の資格を有する支援教師の参加及び教育心理学担当

教師がいる場合はその協力も仰ぎ、学級協議会（教員チーム）のミーティングを開催す

る。プロフィールの作成には、地域保健事業体の当該生徒担当者及び家族も、ミーティ

ングにおいて重要な位置を占めて参加し協力する。プロフィールは記述式にて、本協定

に「動態‐機能プロフィール 」の名で添付されている必(Profilo Dinamico Funzinale)
須項目から成る書式を利用して作成する（ 年法律第 号第 条第 項並びに1992 104 12 5

年 月 日共和国大統領令第 条及び添付書類 の規定による 。動態‐機能プ1994 2 24 4 B ）

、 。ロフィールの作成に関わるすべての人間は それぞれの所見を記す最終書類に署名する

３．各学年末には、動態‐機能プロフィールの検証及び必要な場合は内容更新を協議にて

行うため、同プロフィールを作成したチームのミーティングを開催する。かかる作業の

成果物である動態‐機能プロフィールは、次の学年の活動とのつながりの基盤を成す。

４．幼稚園・小学校・中学校の終わり（ 年 月 日法律第 号の適用により、幼2000 2 10 30
児学校及び基礎教育学校の終了時）において、動態‐機能プロフィールの検証及び内容

更新は、次の等級の教育機関への資料伝達のためにも必要となる。

５． を開催する際、学級協議会（教員チーム）の教員の出席が可能合同作業ミーティング

となるよう、また、地域保健事業体の医療業務特有の負担にも配慮した上で、適度な柔

軟性を確保しながら、他機関の担当者と日付・時間・議題について取決める。

６．特別な必要性が認められた場合は、本協定にて定める以外の合同作業ミーティングの

機会を設けるため、担当者間の合意を図る。

． （ ） 、 。Ｂ 地域保健事業体 小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部 は 次の義務を負う

１．動態‐機能プロフィールの総合形成、その検証及び必要な場合は内容更新のために、

協議に参加する。

２．地域保健事業体と学校の作業ミーティングは、各年度ごと少なくとも 回行うもの2
とし、例外として、モデナ県で初回のハンディキャップ証明を受けた生徒または他県で

証明を受け転入してきた生徒については、前述の第 条に規定するように、特別な方3
式で取決める。ミーティングは本部校 で開催することが望ましく、参加者は開催日時

*1

について調整を行う。

6 (Piano Educativo Individualizzato)第 条 個別教育計画

個別教育計画とは、教育・学習指導を受ける権利を行使する目的において、ハンディキャ

ップのある生徒のために一定期間準備される、互いに融合し且つバランスのとれた複数
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（訳注）教育提供構想＝ 略称 。各学校の概要、*1 Piano dell Offerta Formativa, POF’

教育信念、教育プログラム、設備等を記載した文書。

（訳注）実験・研究活動＝ 一例としてコンピュータ、音楽、*2 attività di laboratorio,
劇、環境学習など。

の介入について記述した書類である （ 年 月 日共和国大統領令）。 1994 2 24

Ａ．教育機関は、次の義務を負う。

校長の任務

１．学校の に、設備・人材等内部資教育提供構想 ’
*1

(Piano dell Offerta Formativa=POF)
源、教育プロジェクト及びその実施・検証・評価方法を明示した上、ハンディキャップ

のある生徒の統合教育プロジェクトが規定されるようにする。

２．学級協議会（教員チーム）に、専門の支援教師が重要な位置を占めて参加し、教育心

理学担当教師がいる場合はその教師も含め、地域保健事業体担当者及び家族の協力のも

と、次の事項が実施されるよう責任をもつ。

本協定に の名で添付されているa) 「個別教育計画 」(Piano Educativo Individualizzato)
必須項目から成る書式を利用し、規定の期間で（ ヶ月又は ヶ月ごと 、個別教育計4 2 ）

画の作成・組み立て・検証を行う（ 年法律第 号第 条第 ～ 項 。特に、1992 104 12 1 4 ）

学級への実質的な統合と教育の成功（可能な場合、高等学校の教育課程修了の国家試験

の合格も含め）を確実なものにする目的において最適な方法を決定する。

個別教育計画を、教育・教科の指導計画化又は介入分野領域別の指導計画化に統合すb)
る。

ハンディキャップのある生徒が、学級、小グループ、実験・研究活動 においてどのc)
*2

ように作業するかについて、又、その他の特定の活動を必要とするかについて、明確に

する。

必要と考えられる を特定し、その使用方法及び目的d) スペース・備品・機器・補助教材

を示す。

生徒の出席時間の短縮が必要な場合は、治療・リハビリの負担も考慮に入れ、地域保e)
健事業体担当者及び家族と協議の上決定する。

３．学級協議会が策定するハンディキャップのある生徒のための広域統合プロジェクトに

ついて、学外の人的・物的資源及び地域保健事業体担当者の協力、生徒自身とその家族

の意見、市町村行政機関（教育・交通・社会福祉・スポーツ等の担当評議員）の意見、

また地域のボランティア団体の参加が望める場合はその意見も考慮した上で策定が行わ

れるように要求する。

４．個別教育計画で定めた活動の実施に向けて提供された資源を利用した結果得られた成

果について、協議の上定める方法により、本協定の署名機関に報告する。

Ｂ．市町村当局は、次の義務を負う。

１．その管轄において、個別教育計画で定めた内容の実現に必要となる場所・設備・補助
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教材を供給する。

２．各分野の評議員（教育・交通・社会福祉・スポーツ・文化など）の権限をもって、地

域の資源の活用を支援し、学校・地域保健事業体担当者と協力の上、生徒とその家族の

意見を参考にし、地域にボランティア団体がある場合はその活性化をはかりながら、ハ

ンディキャップのある生徒の統合教育のために学校内部で実施された作業を地域へと広

げる統一プロジェクトの策定に参加する。

． （ ） 、 。Ｃ 地域保健事業体 小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部 は 次の義務を負う

１．個別教育計画の準備及び検証を行う学校ミーティングへ参加し、生徒に必要となりう

る治療・リハビリ実施の期間・方法を説明するなどの助言を行い、計画実現のために学

校及び生徒の家族と協力する。

２．同事業体の専門家の専門能力の提供をもって、地域の資源の活用を支援し、学校・市

町村行政機関関係者と協力の上、生徒とその家族の意見を参考にしながら、ハンディキ

ャップのある生徒の統合教育のために学校内部で実施された作業を地域へと広げる統一

プロジェクトの策定に参加する。

第 条 自治的教育機関における教育活動の組織7

Ａ．教育機関は、次の義務を負う。

校長の任務

１．教育提供構想 に記載の、決議機関によるプログラム策定を通じた教育における(POF)
自治の行使において、カリキュラム・学級の編成・教育上の柔軟性、教授法・教育手法

の実験的自主性が、全ての生徒、特に重度・超重度のハンディキャップのある生徒の統

合教育及び教育の成功の推進・保障を目的とすることを、保障する。

２．ハンディキャップの状態悪化の防止、地域の文化的・教育的資源を利用した教育措置

の実施、全学級参加の相互協力タイプの活動の実施、聴覚・視覚障害者の統合教育のた

めの外部専門家及び新技術機器の活用、著しく重度の身体・精神障害者の学習理解と対

人関係の向上の推進を目的とする 「統合教育の有効モデル」の始動を目指す学級協議、

会の活動を推奨・支持する （ 年 月 日教育省令第 号）。 1998 7 24 331

． （ ） 、 。Ｂ 地域保健事業体 小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部 は 次の義務を負う

１．規定された作業ミーティングの際、適切な助言及び協力を提供し、作業グループ及び

学級における活動の形成を助け、グループダイナミックスの認識を向上させる。

２．規定された作業ミーティングの際、学校側から提案された実験行程の実現に適した場

所、スペース、活動を特定するための協力を行う。

Ｃ．市町村当局は、次の義務を負う。

実験的行程も含め、統合教育のクオリティ向上にふさわしい行程の実現を可能とする目的

において、ほかの機関と協力する。
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第 条 等級の異なる学校間における教育及び学習指導の連続性8

年法律第 号第 条第 項に規定のこの遂行に関しては、次のとおりとする。1992 104 14 1
Ａ．教育機関は、次の義務を負う。

校長の任務

１． 年法律第 号に定める者の統合教育の発展を保障する目的で、前後する教育1992 104
課程の教員どうしが協議することを義務とし、等級の異なる学校間における教育の連続

性を促進する。

２．生徒の統合教育に必要な場合は、生徒がすでに終了した等級の学校の支援教師が生徒

に付き添って次の等級の学校への受入れ・加入段階に参加することを可能とする実験的

プロジェクトの構築を推進する （教育省令 年第 号に従い、プロジェクトには。 1988 1
学内決議機関の決定を要する）

３．特に重要な書類一式（証明書、情報用紙、機能診断、動態‐機能プロフィール、個別

教育計画、特別プロジェクト）を次の等級の学校長へ送付し、 年法律第 号に1992 104
定める生徒についての必要情報の伝達が確かに行われるようにする。

４．上級校への統合を助ける支援教師及び（又は）教育補助員のほか必要資源、機器及び

補助教材の需要量を決定する目的において、上下２つの等級の学校の教員、地域保健事

業体担当者、教育補助員及び生徒の両親の間で連絡ミーティングを発起する。

Ｂ．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）は、規定された作業

ミーティングの領域で、下級校から上級校へ移行する生徒の動態‐機能プロフィール及

び個別教育計画の検証のため、また、上級校への統合を助ける支援教師及び（又は）教

育補助員のほか必要資源、機器及び補助教材の需要量を決定するためにも、学校により

発起される継続のためのミーティングへ参加する義務を負う。

Ｃ．市町村当局は、地域の資源の利用において支援を行い、連続性の行程実施のため、そ

の他の機関と協力する義務を負う。

第 条 進路指導の行程9

Ａ．県教育事務所、県当局、地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療

） 、 、 （ 「 」）部 は ともに 中学校 年 月 日法律第 号適用により 基礎教育学校2000 2 10 30
以降の教育コース選択における進路指導活動を計画・実現・検証する教育機関の活動を

援助するものとし、このために各保健管轄区における共通作業の所定のミーティングも

。 、 。行う これは 各地域の教育機会の有効利用ができるように支援することを目的とする
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Ｂ．教育機関は、次の義務を負う。

校長の任務

１．学級協議会が、中学校終了時及び高等学校第 学年終了時（ 年 月 日法律1 2000 2 10
第 号適用により「基礎教育学校終了時及び高等学校 年制課程終了時 ）又は高等30 2 」

学校の教育・養成課程終了時に行う選択を考慮した進路指導を予定・実施し始める「人

生計画」を、必要な場合は中学校在学の初年度から、個別教育計画の領域において準備

しはじめるようにする。

２．かかる目的のため、学級協議会が、地域保健事業体の担当者と協力、又は、県当局の

就職指導・雇用事業の情報システムを通じて提供されるサービスを利用して活動できる

ように支援する。

３．地域社会で利用可能な資源を導入し、学校‐仕事の交互コースの実施も通じて、人生

計画に結びついた進路指導の行程の実験を行うことを支援する。

Ｃ．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）は、規定されている

ミーティング内において、人生の総合的計画の分野における進路指導活動の調整及び指

導について、学校関係者と協力する義務を負う。

． 、 、 、 、Ｄ 市町村当局は プログラム策定で規定する進路指導行程の決定 実施 検証において

自らの事業をもって協力する義務を負う

Ｅ．県当局は、次の義務を負う。

１．地域における職業訓練・雇用・社会的機会に関する情報を、自ら進路指導事業を通じ

て、その他の機関、家族及び生徒へ提供する。

２．中学校終了時及び高等学校第 学年終了時（ 年 月 日法律第 号の適用に1 2000 2 10 30
より「基礎教育学校終了時及び高等学校 年制課程終了時 ）又は高等学校の教育・養2 」

成課程終了時に行う選択についての指導行程をまとめることについて、要望があれば、

個別相談を行う。

３．プログラム策定で規定する進路指導行程の決定、実施、検証において、自らの事業を

もって協力する。

第 条 出席を阻む条件の克服10

Ａ．教育機関は、次の義務を負う。

校長の任務

1992１．不登校や頻繁な欠席の原因の除去に必要な措置を個別教育計画の中に準備し、

年法律第 号に規定される生徒の出席を支援する。104
２．規則的な学校出席を阻む原因を除去するため、市町村当局の社会福祉事業部、地域保

健事業体の教育事業・社会医療事業部、両親と協力する。

３．重度の困難な状況にいる生徒の家族が、度重なる要請にもかかわらず学校や医療事業
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部と連絡をとろうとしないケースについて、社会福祉事業部へ通知する。

Ｂ．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）は、ハンディキャッ

プのある生徒の不登校の予防活動の開始のため、市町村当局の事業と連絡の上、個別教

育計画に定められた学校ミーティングへ参加する義務を負う。

Ｃ．市町村当局は、出席を阻む条件の克服を目的とした措置の計画化に、社会福祉事業及

び地域で利用可能な資源の活性化も通じて、協力する義務を負う。

第 条 専門の支援教師11

Ａ．県教育事務所は、次の義務を負うものとする。

１．県団体合同作業グループ は、ハンディキャップのある生徒の個別教育計画に(GLIP)
定める教育・指導目標の実現を助けるために支援教師を要請した各校への県割当て人員

の配分の優先方法及び方針について、毎年決定を行う。

２．県のハンディキャップ作業グループ は、県団体合同作業グループ(GLH provinciale)
の指示に基づき、学校から提出されたプロジェクトを分析し、利用可能な専門家人材の

配分プランを作成する。県ハンディキャップ作業グループは、人材の配分決定段階に必

要とみられる全情報を得るため、必要とみなした場合は、各学校長の意見を求める。

． 、３ 県団体合同作業グループ及び県ハンディキャップ作業グループの決議内容については

県の教育事務所責任者により特に準備された作業ミーティングを介するなどして、校長

に説明される。

Ｂ．教育機関は、次の義務を負うものとする。

校長の任務

１． 月～ 月期の職員編成の決定期限内に、学校に就学登録しているハンディキャップ3 4
のある生徒の統合教育の支援措置プロジェクトを組み、県ハンディキャップ作業グルー

プに提出する。

２．かかるプロジェクトは、校内ハンディキャップ作業グループ ’ の協(GLH d istituto)
力により作成され、各学級への支援教師割当て案のもととなる報告レポート及び各生徒

(Griglia per la richiesta diの情報を記載する詳細なカード 本協定に 職員要請カード（ 「

」との名で添付）を含むものとする。personale)
３．学校に配分された支援教師の割当て人員の通知を受け、校内ハンディキャップ作業グ

ループの協力のもと、統合プロセスに関わる各学級へ人材の配分を行う。

． （ ） 、 。Ｃ 地域保健事業体 小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部 は 次の義務を負う

１．前出の第 条で特定した方法の１つに従い、初めてハンディキャップの判定を受け3
た生徒又はこの県へ転入してきた生徒が通う学級における国の支援教師の必要時間数の

決定において、校長及び教員へ助言を行う。
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（訳注）組合の集会などのために、給与に算入される公認の使用時間。*1

第 条 教育補助員の役割、職務、養成行程12

学校長は、イタリア団体労働協約 、及び、 年 月 日付の教育省・イタリ(CCNL) 2000 9 27
ア全国市町村協会 ・イタリア県協会 間の合意協定における規定内容を考慮し(ANCI) (UPI)
た上で、ハンディキャップのある生徒の補助に関して、学校の管轄業務については国採用

の補助職員が行うように処置する。一方、本条に規定される専門職員をもって行う専門補

助の任務については、市町村当局の管轄とする。

(Caratteristiche del personale educativo本協定には、添付書類「教育補助員の特徴

」と題される文書内容をそのまま挿入するものとする。assistenziale)

Ａ．市町村当局は次の義務を負うものとする。

１．次に掲げる各号の つの方法により、教育補助員を提供する。1
初めてハンディキャップの判定を受けた生徒またはこの県へ転入してきた生徒の情報a)

用紙に記載された指示内容に基づく。すでに在学中の生徒については、地域保健事業体

が、個別教育計画の最終検証のミーティングの結果、必要な場合につき情報用紙に記載

された教育補助員の必要時間数を変更する。

関係者間（教育機関、地域保健事業体、市町村当局）の取決めによる。b)
在籍生徒数に対する教育補助員の過去の需要割合に応じて計算し、管轄区をベースにc)

学校ごとに配置可能な人材の割当てを決める。

２．第 条に規定する管轄区協定により、これらの方式のうちどれを事前選択するか決2
定される。協定の締結が遅れる場合は、本プログラム協定の締結後の第一年度から適用

できるようにするため、単一の市町村には の方法を採用し、また、管轄区内の市町a)
村協定 がある場合は の方法を採用する。(accordo dei Comuni del Distretto) c)

３．外部機関との契約または市町村間の協定による場合も、教育補助員は添付書類に特定

する適性条件を備えているものとする。本協定の施行まで異なる条件の職員を起用して

きた市町村は、本協定の施行期間中に、添付書類に規定の条件に達するようにする。

４．教育補助員が教育指導活動の計画化及び検証の会議（第 条 の ）に参加できる5 B 2
ように、公認使用時間 を保障する。かかる参加については、校長と取決めるものとす

*1

る。公認使用時間の決定方法については、当事者間で定める。

． 、 。Ｂ 県当局は 利用可能な資金の情報及び資料を市町村が容易に入手できるように務める

Ｃ．教育機関は、次の義務を負うものとする。

校長の任務
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１．各年度の３～４月中に、県の教育事務所への支援教師の要求を行うのと同じ時期に同

じ書類を使用し、次の年度における教育補助員の申請について管轄の市町村当局へ提出

する。特に、申請には、次年度に在籍予定のハンディキャップのある生徒各人の統合に

必要な教育補助員の配置方法を明示するレポートを含むものとする。レポートには、県

教育事務所の管轄の手続きのために提出するものと同じ「 年法律第 号第 条1992 104 3
に従う証明 、情報用紙、職員要請カードを添付する。」

２．統合教育実施のための連携的活動について決定・検証する会議への教育補助員の参加

の方法について、市町村当局と取決める。

３．教育補助員の割当てに関して管轄の市町村当局の出した決議の写しを、県教育事務所

の統合教育課へ送付する。

４．普通学級に統合されているハンディキャップのある生徒の個別教育計画実施に必要な

任務を、教育補助員に与える。

Ｄ．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）は、幼児学校へ通う

生徒の個別教育計画が、医療的性質の活動を含む補助を必要とするときは、現行の法令

に従い、かかる活動のために負担された費用の相当額を管轄の市町村当局へ支払うもの

とする。

第 条 職員の研修13

Ａ．県の教育事務所及び教育機関は、次の義務を負うものとする。

県団体合同作業グループ、県ハンディキャップ作業グループ及び学校長は、協力の上、次

の各号に掲げる事項を行う。

． 、１ 地域保健事業体及びモデナハンディキャップ文書センターの担当者との協力もあわせ

教職員の研修・養成用の資金を利用し、職場における理論と教育・学習指導計画化のフ

ィードバック式の研修企画を推進する。

２．障害者の特殊性とニーズの広範性に即した、動態‐機能プロフィール及び個別教育計

画の実践における恒常的な研究活動を実施するため、学校関係者と社会医療事業者の団

体合同ミーティングを発起する。

３．統合の文化を実現するような活動を、あらゆる企画をたてて推進する。

．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）は、その権能と専門B
性を生かし、統合の文化を向上させるための養成講座の提案及び（又は）実施において

学校関係者と協力する義務を負う。

．市町村当局は、次の義務を負うものとする。C
１．教育機関及び県の教育事務所との協力により準備される研修講座への教育補助員の参

加を許可する。

２．ハンディキャップ文書センターを通じ、統合教育に関わるすべての職員の研修・養成
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講座の計画準備に協力する。

第 条 ハンディキャップのある生徒の統合教育に必要な専門設備、補助教材及び14
その他の技術補助機器の購入に必要な財政資金

この遂行に関し、協定の署名者であるすべての機関は、統合教育に必要となる物質資源調

達に関わる財政問題解決に協力する義務を負う。

Ａ．県の教育事務所は、 年法律第 号の規定により使用可能な金額のうち、事業1992 104
センターの形成及び資源のネットワーク上での使用を優先するため各教育機関へ直接付

与されない割当て分について、県団体合同作業グループを通じて資金利用の優先方法及

び方針を毎年決定する。

Ｂ．教育機関は次の義務を負うものとする。

校長の任務

１．個別教育計画の目標の実現のため統合教育に必要な専門設備、補助教材その他の技術

補助機器を特定するよう、学級協議会に求める。

２． 年法律第 号に規定される特定の財政資金を利用し、また、可能かつ必要な1992 104
かぎり学校の資金からも拠出の上、学校環境で実施される教育・実験活動に関連した補

助教材、設備及びその他の機器の購入と調達が行われるようにする。購入物品は、ハン

ディキャップのある生徒の教育を受ける権利及び個人能力の最大限の発展を実際的に保

障する目的において最適なものでなければならない。

Ｃ．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）は、次の義務を負う

ものとする。

１．補装具その他特定の障害に密接に関わる機器を処方し供給する。

２．個別教育計画の指示に基づき、教育機関との間で調整・補完する形で、統合教育に必

要となる専門設備、補助教材及びその他の技術補助機器の購入及び調達について処方を

提供する。

Ｄ．市町村及び県当局は、次の義務を負うものとする。

１．それぞれの管轄において、建築的バリアーを取り除き、ハンディキャップのある生徒

の学校生活に建物を適応させるよう処置する。

２．統合教育に必要な特殊備品について、個別教育計画を通じて指摘されたニーズに関し

て地域保健事業体から提供される具体的な指示を受け、教育機関との間で調整・補完す

る形で、それぞれの管轄において購入及び調達を行う。
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第 条 統合教育の行程における資料文書15

Ａ．県の教育事務所は、次の義務を負うものとする。

１．統合教育課は、県の教育機関において実施される統合教育プロセスに関して、量的情

報及び可能な限り質的な情報を収容するデータベースを構築・運営・更新する。

２．データベースに収められた情報については、プライバシーに関わるデータの使用を規

制する規則は遵守の上で、ハンディキャップ者の統合に関わるすべての機関及びハンデ

ィキャップ者－家族協会団体によるアクセスを保障する。

３．当該事務所は、一年ごとに、量的及び可能なかぎり質的な面から統合教育の主な特徴

を指摘した要約レポートを作成する義務を負う。

．教育機関は次の義務を負うものとする。B
校長の任務

１．ハンディキャップのある生徒各人について、学習行程の資料一式が準備されるように

する。かかる資料一式を構成する書類には、地域保健事業体から発行されるもの（証明

書、情報用紙、診断表、機能診断）のほか、次項に規定する書類が含まれる。

２．法律により想定され本プログラム協定により決定された書類（動態‐機能プロフィー

ル、個別教育計画 、並びに、指導行程の具体的実施に関する特別プロジェクトの策定）

及び検証について示すために必要となる書類（実験プロジェクト、教育補助員の活動、

、 、 ） 、 （ ）学校－仕事の交互体験 進路指導 特別資金の申請ほか を 学級協議会 教育チーム

が正確に作成し、統合教育の行程についての適正な資料を準備するようにする。

３．前項に定める書類が、統合教育の行程における実践内容及び個々の個別教育計画での

予定内容と正確に一致した形で作成されるようにする。

４．ハンディキャップのある生徒個人の資料一式の書類が県レベルの人的資源及び資金の

配分に有用である場合は、その写しを、県の教育事務所の統合教育課、県団体合同作業

グループ及び県ハンディキャップ作業グループへ提供する。

５．統合教育に関するデータベースの更新に必要な量的・質的な情報を、県の教育事務所

の統合教育課へ提供する。

第 条 統合教育のための事業センターのネットワークの創設16

．県の教育事務所、教育機関、市町村当局及び県当局は、次の義務を負う。A
． 、１ 管轄区本部のある各市町村へ設置された資料・事業センターのネットワークを構築し

それらのセンターと調整役を務めるモデナハンディキャップ資料センターを接続する。

センターは次の事項を行う。

法令関連及びハンディキャップのある生徒の実質的な統合教育を保障するにふさわしa)
い手段及び企画の準備に関して、学校へ助言を行う。

統合教育に携わる職員のための情報源を構築する目的で、統合の最善の行程についてb)
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の資料を収集・作成する。

ハンディキャップのある生徒の統合行程に関わる職員のための職場養成コースを実施c)
するため、学校長、県団体合同作業グループ及び県ハンディキャップ作業グループと協

力する。

２．地域センター には、ニューテクノロジーを利用した情報機器及(Centri Territoriali)
び補助教材を収蔵するアウジリオテーカ（ 補助機器資料センター）を設置ausilioteca,
することができる。所蔵するすべての物品は、学校での活動用に必要とする関係者が閲

覧可能かつ貸出し形式で持ち出し可能とする。

３．地域センターは、教育機関がハンディキャップのある生徒の統合教育のために利用可

能なすべての補助教材、補助機器及び特殊技術設備についての記録を収容するデータベ

ースを構築、更新し、参照可能にするものとする。かかるデータベースは、利用可能な

資源の分散や無駄な重複を避け、その利用を最適化するために必要なツールとなる。

．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）は、学校及び家族へB
の専門的助言サービスを行うために関係者の専門能力を提供することで、管轄区本部の

ある市町村に分散設置されるアウジリオテーカも含め、センターの設立に協力する義務

を負う。

第 条 本協定の適用についての定期的検証と評価17

本協定の署名者は、県団体合同作業グループ に対し、各管轄区において開催する(GLIP)
所定の年間ミーティングをもって、本協定の機能の検証及び評価を行い、署名者に報告す

ることを継続的に委任する。ミーティングは基本的に教育年度の初めに開催、そうでない

場合も 月中に行うものとし、問題認知及び適切な改善措置の調整を目的とする。ミー12
ティングには、すべての学校長、管轄区担当の小児神経精神医療チーム全員、市町村の教

育評議員及び社会福祉評議員、社会福祉事業担当員、及び国立校に通うハンディキャップ

児の両親の協会の代表 人が参加する。2

第 条 監督組織18

本プログラム協定の実施における監督及び協定遵守を保障するために必要な措置は、監督

組織により行われる。かかる目的において、監督組織はハンディキャップのある生徒及び

その両親の協会の代表と定期的な協議を行う義務を負う。

監督委員会は次の者により構成される。

・議長＝県知事又はその代理
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（訳注）政府監督官＝国の直轄行政の機関とし、政府から派遣される。*1

・県の政府監督官 又はその代理
*1

・管轄区本部のある市町村の長又はその代理

・地域保健事業体本部長又はその代理

・県の教育事務所の代表

・幼児学校の校長の代表 人1
・基礎教育学校（小学校及び前期中等教育学校）の校長の代表 人1
・高等学校（後期中等教育学校）の校長の代表 人1

第 条 保障機能19

本協定の署名者は、本協定に 人以上の署名者により署名されている内容の不適用から1
生じる機能不全を利用者が指摘する必要があるとみなした場合に赴く先としての保障機関

を特定する。

かかる機関は、次に掲げる方法により特定される。

オンブズマン制度のある市町村の義務に関しては、市町村のオンブズマンへa)
県、県の教育事務所、教育機関、地域保健事業体、オンブズマン制度のない市町村のb)

義務に関しては、県のオンブズマンへ

当該オンブズマンは、指摘があった場合にそれを監督組織に通知する。

第 条 協定の期限20

本協定の期限はエミリア・ロマーニャ州広報発行日より 年間とする。3
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ハンディキャップのある生徒の高等学校における学校教育及び職業養成の義務

の遂行についての県内プログラム協定補足文

、あわせて次の規定に従い

1999 1 20 9 1999 1 27・ 年 月 日法律第 号義務教育延長についての緊急規定。官報 年 月

日第 号21
1999 8 9 323 1999・ 年 月 日教育省令第 号「義務教育延長についての緊急規定に関する

年 月 日法律第 号第 条の施行規則に関する規定」1 20 9 1
・ 年 月 日法律第 号「投資関連対策、雇用助成金、全国労働災害保険協会1999 5 17 144

及び社会保障機関再編成の規定の政府委任」(INAIL)
・ 年 月 日法律第 号「雇用促進関連規則」1997 6 24 196
・ 年 月 日労働省令第 号「職業訓練養成及び進路指導に関する 年 月1998 3 25 142 1997 6

日法律第 号第 条の方針及び基準の施行規則に関する規定」24 196 18
・ 年 月 日労働省令「見習い生の養成活動の指導内容に関する規定」1998 4 8

1999 10 7 1997 6 24 196・ 年 月 日労働省令「雇用促進関連規則を定める 年 月 日法律第

号第 条第 項及びその改正条項の施行規則」16 2
・ 年 月 日共和国大統領令第 号「養成活動の履修義務に関する 年 月2000 7 12 257 1999 5

日法律第 号第 条の施行規則」17 144 68
・ 年 月 日法律第 号「後期中等教育課程修了試験の改革のための規定」1997 12 10 425
・ 年 月 日共和国大統領令第 号「 年 月 日法律第 号第 条1998 7 23 323 1997 12 10 425 1

による後期中等教育課程修了国家試験規定に関する規則」

1998 9 18 356 1998 9 18 357 1998 11・ 年 月 日教育省令第 号 年 月 日教育省令第 号 年、 、

月 日教育省令第 号、 年 月 日教育省令第 号、 年 月 日12 452 1998 9 18 359 1998 11 10
教育省令第 号、 年 月 日教育省令第 号「後期中等教育課程修了国家449 1998 11 11 450
試験実施に関する規定」

1997 1475 1999 528 2000 539・エミリア・ロマーニャ州政評議会決議 年 号、 年 号、 年

号「 － 年の ヵ年における職業訓練及び進路指導の実施綱領」1997 1999 3
・エミリア・ロマーニャ州法 年 号「教育及び生涯学習を受ける権利並びに統合1999 10

的職業訓練システム」

・ 年 月 日法律第 号「社会福祉措置事業の統合システム実現のための基本2000 11 8 328
法」

・ 年 月 日法律第 号「障害者の労働権利に関する規定」1999 3 12 68
・ 年 月 日共和国大統領令第 号「障害者の労働権利に関する 年 月2000 10 10 333 1999 3

日法律第 号の施行規則12 68
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、次の事項を考慮し

・ハンディキャップのある若者は、 年間の義務教育の対象であり、 歳になるまで教9 18
育の義務を満たすことが認められていること。

・ 歳になるまで養成活動への参加義務が設けられたこと。18

次に掲げる内容を決定する。

第 条 新たな学校教育義務1

．県の教育事務所は、州レベルで実施された活動がある場合は、県と合意の上、教育機A
関及び職業訓練センター の間において専用のミー(Centri di Formazione Professionale)
ティングを設け、ハンディキャップのある生徒も普通学級への統合経験を生かして参加

するような教育及び養成の統合コース実現のための地域プランの始動を推進する。

．教育機関は次の義務を負う。B
１．高等学校への受入れ 学校長は、学校教育提供構想 に、個別教育計画をサポー(POF)

トするための年間の各時期における措置が予定され、ハンディキャップのある生徒の統

合教育にふさわしい教育品質を示すプロジェクトが記載されるようにする。

２．個別教育計画の計画化 義務としての学校行程（義務教育）が終了する前の個別教育

計画の決定に際し、学級協議会は、家族及び生徒自身と合意の上、地域保健事業体担当

者の協力のもと、高等学校を出た後について考えられる想定コース（資格の取得、教育

クレジット の取得、養成期間の続行、就労、福祉作業所、リハビリ(crediti formativi)
・治療センターほか）について概要をまとめる。高等学校の第 学年では、ハンディ1
キャップのある生徒を受入れる学級の協議会は、生徒の統合を促進し、並びに学位の取

得のための学校教育コースへの継続を動機付け支援する目的で、特定の進路指導活動を

計画、実施、検証する。ハンディキャップのある生徒の個別教育計画の計画化プロセス

においてかかる目標達成が予定されない場合は、学級協議会は、職業訓練システムと統

合した形態の養成コースへの継続を動機付け、指導し、支援するような進路指導の行程

を計画、実施、検証することができる。かかる行程の決定は、ハンディキャップのある

生徒及びその家族、地域保健事業体担当者、並びに職業訓練システムの担当者と合意の

上で行われる。

３．職業訓練システムと統合した学習指導行程 学校長は、学級協議会により示された個

別教育計画が職業訓練システムの協力を予定している場合は、様々な訓練機会について

情報を得て進路指導を行うため、地域レベルの進路指導措置の調整計画分野における特

別協約を職業訓練センターと締結する。

Ｃ．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）

１．規定された作業ミーティングにおいて、個別教育計画の実現に適した進路コースの特

定のために自らの専門能力を提供する。
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２．教育機関と職業訓練システムを統合する形で計画される進路指導行程の実施をサポー

トする。

Ｄ．県当局

１．県の教育事務所・教育機関・職業訓練システムセンターと協力し、ハンディキャップ

のある生徒も対象となる進路指導措置の地域調整計画を策定する。特に生徒のニーズを

重要視し、個別教育計画の実現に寄与する家族及び地域保健事業体担当者が関与するよ

う配慮する。

２．教育機関と職業訓練システムを統合する形で計画された進路指導行程の実施をサポー

トし、適切な資源ベースを開設する。

第 条 新たな養成義務2

．県の教育事務所は、州レベルで実施された活動がある場合は、県と合意の上、職業訓A
練システムセンターとの協力により、養成義務の対象となる生徒に向けられた情報提供

・進路指導の専用ミーティングを毎年 月末までに開催する。12

．教育機関は、次の義務を負う。B
１．個別教育計画の計画化 学校長は、ハンディキャップのある生徒を受入れる学級の協

議会が、生徒の統合を助けかつ学位の取得まで教育行程の継続を動機付け支援する目的

において適切な進路指導活動を定めた上で、学習指導活動を計画、実施、検証すること

を保障する。個別教育計画の計画化において高等学校卒業の学位取得が予定されない場

合、又は、学級協議会が学位を取得しないことを妥当とみなすときは、教育・養成の的

確なゴールに到達する目的において、学級協議会は、職業訓練システムと統合した形態

における養成コースの継続を養成義務の遂行まで動機付け、指導し、支援するような進

路指導の行程を計画、実施、検証することができる。かかる行程の決定は、若者の全般

的な人生計画の範囲において、ハンディキャップのある生徒及びその家族、地域保健事

業体担当者、及び職業訓練システムの担当者と合意の上で行われる。

２．職業訓練システムと統合された学習指導行程 学校長は、学級協議会により示された

個別教育計画が職業訓練システムの協力を予定している場合は、地域レベルの調整計画

分野における職業訓練センターと特別協約を締結する。

３．学校後のコース選択における進路指導 学級協議会は、生徒とその家族と合意の上、

地域保健事業体担当者の協力並びに県の雇用事業及び進路指導事業を活用して、高等学

校後の進路指導の行程を計画、実施、検証する。

．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）C
１．規定された作業ミーティングにおいて、個別教育計画の実現に適した教育・養成の行

程を特定するために、自らの専門能力を提供する。

２．若者の出来る限り総合的な将来の展望を考慮に入れた上で、高等学校を出た後に考え
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られる進路の特定において、学級協議会と協力する。

３．成年への移行時に生徒が放棄されることのないよう、小児神経精神医療部とその他の

事業（社会福祉の管轄ならばそれも含め）との間の管轄の受渡しが確実に行われるよう

。 、 、にする 教育機関と職業訓練システムとの協力関係については 生徒が成年に達しても

歳以前に開始した教育・養成の行程の終了時点まで、小児神経精神医学担当者によ18
り継続して保障される。

．県当局D
１．養成義務の遂行範囲における、ハンディキャップのある生徒の教育・養成のニーズに

即した措置についての地域調整プランを策定する目的において、県の教育事務所、教育

機関、職業訓練システムと協力する。

２．職業訓練システムの講座において、分離コースや障害者専用講座の実施を避け、ハン

ディキャップのある若者の統合が想定されるように措置をとる。

３．ハンディキャップのある生徒及びその家族が、進路指導事業や雇用事業を利用できる

ように措置をとると同時に、進路選択用の教育行程のプロジェクト化のために教育機関

に協力する責任を負う。

第 条 学校－仕事の交互コース3

Ａ．県の教育事務所は、県当局と合意の上、

１．福祉作業所体験も含め、学校－仕事の交互体験を支援している地域団体との協力関係

を活性化する。

２．ハンディキャップのある生徒が参加する学校－仕事の交互体験について自主的又は外

部団体との協力において計画、実践、検証している各教育機関の代表者同士の調整ミー

ティングを開催する。

Ｂ．教育機関は次の義務を負う。

校長の任務

１．学校－仕事の交互体験が、職業訓練システムとの統合行程内で実施される場合も含め

て、学級協議会が準備するハンディキャップのある生徒の個別教育計画の中に有機的か

つ一貫性をもって導入されるようにする。

1998 3 25 142２ 生徒の受入れ企業と特別協約を締結する 協約には 年 月 日労働省令第． 。 、

号第 ・ 条に従い、参加する各生徒の養成・進路指導プロジェクトが付されるが、か4 5
かる協約が県の職業訓練システムの認定センターにより締結されるケースはこれを例外

とする。

３． 年 月 日労働省令第 号第 条の定める保険契約の措置をとる。なお、1998 3 25 142 3
かかる保険契約が職業訓練システムの認定センターにより行われているケースは例外と

する。

４．学級協議会がその構成員の 人を「教育組織責任者」として任命することを確認す1
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る。かかる責任者は、生徒の受入れを担当する企業側責任者及び交互体験に関わるその

他の事業者との連絡役となる。

５．職場統合の行程の企画における地域保健事業体、管轄の地方自治体、職業訓練システ

ム及び雇用センターとの協力関係において、学校から実社会への移行をサポートするこ

とを目的とした、交互体験の状況への随伴を想定するような特別プロジェクトの準備に

協力する。

Ｃ．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部、及び、管轄の場合は

社会福祉事業部も含む）

１．個別教育計画の中における適切な交互コースの設計、実施、検証において学級協議会

と協力する。

２．職業訓練システムの認定センターとの特別協約も含め、交互コースの決定、実行、検

(Unità Operative di Formazione Professionale e証において職業労働訓練の作業チーム

の職員との協力を行うようにする。Lavorativa)

Ｄ．市町村当局（社会福祉事業の担当性を保持する場合）

１．個別教育計画の中における適切な交互コースの設計、実施、検証において学級協議会

と協力する。

２．職業訓練システムの認定センターとの特別協約も含め、交互コースの決定、実行、検

証において職業労働訓練の作業チーム職員との協力を行うようにする。

Ｅ．県当局は、ハンディキャップのある生徒の学校－仕事の交互体験を支援する目的で、

県の教育事務所、教育機関、州の職業訓練システムの認定センター、社会福祉の管轄機

関とともに協力する。

第 条 高等学校におけるチューター制度4

Ａ．教育機関は次の義務を負う。

１．学級協議会は、ハンディキャップのある生徒の学校及び社会への統合を向上させる目

的で、特に個人の自立性の獲得に関して、総合的な個別教育計画の補完プロジェクトの

策定が必要な場合は、ハンディキャップのある生徒及びその家族との事前の合意の上、

ハンディキャップのある生徒のチューター役として青年の協力を想定する。

２．学校長は、必要な財政資源を用意し、プロジェクトに協力できる青年を募集する義務

を負う。

３．チューターは、次の事項をサポートする。

教育行程と学外活動の融合a)
宿題を行う際、生徒の学習理解の補助b)
実験研究活動への参加c)
学級や同輩のグループ、地域の文化・スポーツ・レクリエーション活動への参加d)
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４．チューターは、ハンディキャップのある生徒を動機付ける役割を担い、対人関係及び

情緒面に起因する困難な状況の克服の支援も行う。

５．チューターは、基本的に、高等学校の卒業生、大学生、求職中の大学新卒者から選ば

れる。チューターは教授任務はもたず、また、本協定により規定され第 条の情報用3
紙に定義されるところの補助任務も、教育実践家の権能ももたない。

６．チューターは、学級協議会の定める教育プロジェクトに想定される範囲において、生

徒の仲間と交流をもつ。教育機関内におけるその任務は、学級協議会により作成される

プロジェクトで定められ、その結果は、個別教育計画の定期的・最終の検証を行う通常

ミーティングにおいて学級協議会により評価される。チューターと生徒の家族及び地域

のレクリエーション・文化・スポーツ団体との交流は、プロジェクトが想定する教育目

標領域及び一般的な福祉の観点から、学校はこれを奨励する。

７．学校長は、より広い合意範囲も含め、大学の教育学部、心理学部及びその他の類似領

域の学部と協力関係を築き、チューターの経験を「実習期間」や「教育クレジット」と

、 。大学側が認める可能性について検討し かかる学部に在籍する学生の参加を容易にする

８．チューターの人物像とは、その個人的能力、特に協力を惜しまない人間性をもって友

好的関係を築くことを通して、困難な状況にあるほぼ同年代の人間の世話をして助ける

ことができるような、強い意志及び適性を備える人間である。チューターには、経費払

(Registro delい戻し又は奨学金支払いを認めることができる。個人ボランティア名簿

に登録している必要がある。Volontariato Individuale)

Ｂ．市町村当局は、県当局との協力の上、学校長からの要請について検討し、社会福祉事

業の協力も含め、ハンディキャップのある生徒の統合支援プロジェクトを財政的に支援

するよう努める。

Ｃ．県当局は、チューターの任命を想定する統合プロジェクトの実施において、市町村の

財政負担を支援する。

Ｄ．地域保健事業体（小児神経精神医学・心理学・リハビリ医療部）は、総合的な個別教

育計画の領域において、チューターの参加を想定するプロジェクトの決定及び検証に参

加し、学校環境及び広範な社会領域における生徒のニーズについて指摘を行う。

第 条 高等学校の後の教育コース5

本協定の署名者は、高等学校を順調に修了して勉学の継続を希望する生徒の新たな環境

、 （ ）への参加を見守りかつ支援する目的で 州の大学及び 大学教育権利事業体ARESTUD
との協力体制を追求する任務を負う。

県の教育事務所及び県当局は、モデナ県内に高等学校後の講座を設置する職業訓練シス

テム所属のセンター及び国立の高等学校が、資格を満たしているハンディキャップのある

生徒の受講可能性について講座企画段階から想定するよう、その管轄分野をもって働きか
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けるものとする。

第 条 最終条項6
、 、本協定の署名者は 新たな規則又は現行規則の施行に関する関連団体間の新協定により

各団体の任務の再検討が必要となる場合は、それを行うものとする。

以上の内容を、読み、確認し、署名を行う。

年 月 日、モデナ2001 5 8

モデナ県教育長

Dott. Giacomo Giannuzzi
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

モデナ県を代表して

Graziano Pattuzzi知事

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

モデナ地域保健事業体を代表して

本部長

Dott. Roberto Rubbiani
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

モデナ市を代表して

Giuliano Barbolini市長

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

モデナ県各市町村を代表して

各市長

日付 ＿＿年＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿19
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